
  

評価調査結果要約表 

 

１ 案件の概要 

国名：アフガニスタン 
案件名：アフガニスタン･イスラム共和国 基礎職業訓練プロジ

ェクト（旧：除隊兵士の社会復帰のための基礎訓練プロジェク

ト） 
分野：職業訓練・産業技術教育 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部第二グループ

技術教育チーム 
協力金額（評価時点）：約 1 億 3500 万円 (第 2 ステージの現

時点まで：18 カ月) 
先方関係機関：労働社会福祉・殉教者・障害者省 （MoLSAMD）

日本側協力機関： 厚生労働省 協

力

期

間 

2006 年 5 月～2008 年 3 月 31 日

（第 2 ステージ、2006 年 5 月 2
日 M/M 締結に基づく。但し、第

1 ステージを含む全体協力期

間：2004 年～、R/D 署名 2005 年

5 月 31 日） 

他の関連協力：個別専門家派遣（DDR*職業訓練アドバイザー）

*DDR:兵士の武装解除、動員解除、社会復帰（Disarmament, 
Demobilization, Reintegration） 

１－１ 協力の背景と概要 

2003 年 10 月、アフガニスタン政府は、UNDP 及び国 UNAMA の支援を受け、ANBP を設立し、兵

士の武装解除、カウンセリング、教育、職業訓練及び雇用機会の提供を通じた元兵士の社会復帰の促

進を開始した。 
除隊兵士の社会復帰支援に関するアフガニスタン政府からの要請をもとに、JICA は 2004 年 1 月に

個別専門家（DDR 職業訓練アドバイザー）を派遣し、除隊兵士の社会復帰支援を開始した。2005 年 5
月には、個別専門家による活動をプロジェクトの枠組みに整理し、労働社会省（当時。現 MoLSAMD）

と R/D の署名を交わした。 
当該技術協力は 2 つのステージに分かれており、第 1 ステージ（準備期及び 2005 年 5 月～2006 年 5

月）では、除隊兵士の社会復帰促進を目的として 7 職種の職業訓練コースを実施（計 554 名が訓練を

修了）するとともに、計 69 名の職業訓練指導員を養成した。 
2006 年 4 月～5 月に実施した中間評価調査における第 1 ステージの総括後、その成果をふまえて新

たに開始した第 2 ステージ（2006 年 5 月～2008 年 3 月）では、訓練対象を帰還民、国内避難民、若年

失業者等の社会的弱者に拡大し、MoLSAMD を実施機関として基礎職業訓練を実施している。具体的

には、MoLSAMD 管轄下の VTC において社会的弱者を対象とした基礎的技能訓練を実施し、

MoLSAMD における職業訓練事業の実施・運営管理体制を整備するとともに、訓練機会の提供による

社会的弱者層の生計向上と社会復帰の促進を目指している。 
本終了時評価調査は、この第 2 ステージを主な評価対象として実施したものである。 

 
１－２ 協力内容 

１－２－１ 上位目標 

社会的弱者が生計向上の機会を得るための職業技術を習得する。 
 
１－２－２ プロジェクト目標 



  

MoLSAMD によって社会的弱者を対象としたセンターベース職業訓練体制が整備される。 
 
１－２－３ 成果 

（１） VTC の運営・管理体制が MoLSAMD 中央及び対象地域において確立される。 
（２） VTC において必要な施設・機材が適切に維持管理される。 
（３） 基礎訓練コースが VTC で適切に実施される。 
（４） 対象 VTC において職業訓練事業が適切にモニタリング・評価される。 
※対象 VTC は、以下のとおり； 

 ① MoLSAMD 直営訓練実施サイト（3VTC）：カブール、バーミヤン、マザリシャリフ 
 ② モニタリング・評価実施支援対象サイト（9VTC）：①の 3VTC、ジャララバード、ガルデズ、

クンドゥズ、ヘラート、ジャウジャン、カンダハル 
 
１－２－４ 投入実績 （評価時 2007 年 10 月時点） 

（１） 日本側 

長期専門家派遣 2 名    機材供与      約 1,300 万円 
研修員受入れ  1 名    ローカルコスト負担  約 5,700 万円 
第三国講師招聘 2 名 

 
（２） アフガニスタン側 
カウンターパート配置  15 名  ローカルコスト負担 約 1,300 万 AFA 
施設提供：VTC 施設（日本の草の根無償資金協力で建設後、2006 年 5 月に日本側から MoLSAMD

へ正式引渡し） 
PCIU 事務室（日本人専門家執務室を含む） 

２ 評価調査団の概要 
調査者 団長/総括  渡辺元治 国際協力機構 人間開発部第二グループ技術教育チーム長 

協力企画   後藤幸子 国際協力機構 人間開発部第二グループ技術教育チーム 
職業訓練   内海幸雄 財団法人海外職業訓練協会 国際交流部 技術顧問 
評価分析   小島京子 インテムコンサルティング（株）社会開発部 ｼﾆｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

調査期間(現地) 2007 年 10 月 20 日～2007 年 11 月 8 日 評価種類：終了時評価 
３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 主な成果の達成度 

（１） 成果１（VTC 運営管理体制の確立） 

MoLSAMD による中央省と各地方支局、及び各 VTC サイトへの必要人員の配置は計画どおり行わ

れた。VTC を活用した直営による職業訓練の運営管理は MoLSAMD にとって新しい業務を多く含む

が、OJT 及び VTC 運営管理ワークショップの定期開催によって、VTC の訓練運営に必要な知識・

技能の蓄積が図られている。専門家及び各カウンターパートへのヒアリングと VTC 視察調査の結

果、こうしたプロジェクトの活動により、配置された各スタッフの VTC 訓練運営に係る知識・能力

は、本プロジェクト第 2 ステージ開始前と比較して着実に向上していることが確認された。 
但し、一部業務については、現段階で外部からの技術的支援なしに十分な実施を担保することは



  

困難との指摘もなされている。具体的には、訓練修了生へのフォローアップ、訓練カリキュラム及

び教材の開発、VTC の財務管理等が挙げられる。 
また、VTC に対する人員及び予算の継続的配置・配分にあたっては、MoLSAMD 組織内における

VTC の位置付けの明確化が必要だが、現時点では、同省組織図におけるこれらセンターの正式部局

としての承認は未了である。今次調査で、MoLSAMD より、2008 年度組織図（2008 年 1 月改訂予定）

では 9つのVTCを同省技能開発局の一部局として正式に位置付ける予定であることが表明されたこ

とから、今後、対応が確実になされるよう注視していくことが重要である。 
以上から、成果 1 は一部に今後強化・フォローが必要な課題はあるものの、おおむねね計画どお

りに達成される方向にあると判断される。 
 
（２） 成果２（VTC 施設・機材の維持管理） 

本ステージの協力期間中に、日本政府の草の根無償資金協力により建設された 9VTC 施設の

MoLSAMD への正式引渡し（2006 年 5 月）、及び第１ステージ分を含む全調達機材の正式引渡し(2007
年 5 月)がそれぞれ完了した。これら引き渡された施設・機材は、本プロジェクトにおける訓練コー

スの実施において十分かつ適切に使用されている。 
それら施設・機材の維持管理については、PCIU による維持管理様式等の作成及び VTC 配属の

MoLSAMD 職員や担当指導員への指導により標準化が図られている。VTC の視察調査では、座学教

室・実技ワークショップ共技術面・安全面での大きな問題はなく、機材保管もほぼ適切であること

が確認された。 
維持管理上の課題であった一定規模以上の修理・改修が必要となった際の経費についても、UNDP

が実施する RSPE との連携により財源が確保されたことから、当面の施設・機材維持管理に関わる

懸案はないものと考えられる。 
以上から、成果 2 の達成状況は良好と判断される。 

 
（３） 成果３（VTC における基礎訓練コースの実施） 
訓練職種は、労働市場ニーズ調査及び雇用機会調査の結果に基づき、カブール、マザリシャリフ

で 4 職種（溶接・板金、電気配線、コンピューター、裁縫）、バーミヤンで 5 職種（溶接・板金、電

気配線、コンピューター、裁縫、配管）が選定され、それをふまえた基礎訓練コースが 3VTC で計

画どおり実施されている。訓練生は主として帰還民、国内避難民、若年失業者から選定され、本プ

ロジェクトの当初想定どおり、社会的弱者に裨益する訓練提供となっている。 
訓練の実施実績は、2006 年度が 5 職種で計 199 名、2007 年度の第１セッションは 6 職種で計 309

名がそれぞれ訓練を修了しており、現在実施中の 2007 年度第 2 セッションにおける訓練修了率を

86％（これまでの実績に準拠）とした場合、修了者の見込み数は 3VTC で 236 名、プロジェクト第

2 ステージ期間中で総計 744 名の修了が見込まれる。 
訓練指導員は、各職種 2 名ずつ、3VTC でのべ 38 名が雇用された（うち 12 名は離職・交替、今

次調査時点での雇用は 26 名）。指導員の質については、訓練生へのアンケート結果で過半数が肯定

的評価をしていること、及び短期専門家による技術的評価から、全体としては中級水準の指導能力

を持つと判断されるが、職種により技術レベルに差が見受けられ、特に授業計画やクラス運営を効

果的に行えない者がいるなど、指導員間で指導技法が標準化されていないことが確認された。これ

ら指導員の指導能力が訓練生の技術習得状況、ひいては就業にも影響することは明らかである。こ



  

のため、本件への対応として、技術・指導技法が不十分な指導員の短期再訓練が必要と判断される。

再訓練内容の検討においては、指導技法（特に訓練生へのアンケートで評価が比較的低かったポス

ターや模型など訓練補助教材の活用等）及び指導員に求められる標準的技能に関する詳細な訓練計

画の策定が求められる。 
カリキュラム・教材は全職種で開発され、その質については訓練生へのアンケート結果で 7～8 割

以上が「良好」又は「非常に良好」と回答していることから、基礎訓練としてはおおむね十分な内

容であると判断することができる。但し、これらは今後も労働現場の変化に合わせ、継続的にアッ

プデートしていくことが必要である。なお、イラン製の教材を参考に作成された裁縫コースのテキ

ストでは、言語や文化的違いからアフガニスタンの現状により合わせた内容への修正希望が指導

員・訓練生の双方から寄せられており、今後の対応が求められる。 
訓練生への就業支援については、各地方支局に就業支援担当官が配置され実施している。しかし、

プロジェクト関係者へのヒアリングから、日本人専門家及び PCIU スタッフへの依存がいまだ大き

いことが指摘されており、今後担当職員の能力向上に係る一層の取組み強化が求められる。 
以上から、成果 3 はほぼ達成される方向にあるものの、残された課題として、指導員の質の改善、

カリキュラム・教材を更新・修正する体制、及び就業支援活動の強化の必要性が指摘される。 
 
（４） 成果４（VTC における職業訓練事業のモニタリング・評価） 
モニタリングについては、そのための様式が開発され、定期的な現地視察と関係者へのインタビ

ュー調査を含めたモニタリング活動が行われている。同活動は、PCIU 配属の MoLSAMD モニタリ

ング・評価担当官を中心に実施され、その結果をまとめた報告書は PCIU 及び MoLSAMD 本省に提

出されると共に関係者間で適時共有されており、モニタリング体制は整備されつつある。一方、評

価については、訓練生が評価者となるコース評価質問票と指導員評価質問票が作成され、訓練コー

ス修了時に調査を実施している。これら調査結果の分析により、訓練カリキュラムと指導員による

指導内容の適切性を定期的に確認し、より良い訓練実施のための改善を図っている。 
こうしたモニタリング・評価の結果は、VTC 運営管理ワークショップにおいてレビューされると

共に年間の評価が実施され、問題点の洗い出し、対策の検討が行われている。 
以上のとおり、モニタリング・評価に係る活動は適切かつ有効に実施されており、成果 4 の達成

状況は良好と判断される。 
 

３－１－２ プロジェクト目標と上位目標の達成見込み 

（１） プロジェクト目標の達成状況 

前項 3-1-1 で記載のとおり、プロジェクトはおおむね計画に沿って実施されており、成果の達成

状況は一部に改善・強化が必要な課題があるものの、全体としては順調であると判断される。これ

までの訓練実施実績は 508 名（平均修了率約 85%）、初年度訓練の訓練終了 3 カ月(以上)後の雇用率

は平均 63 % と、アフガニスタンの高い失業率や他ドナー支援の例と比較しても良い結果である。

これら訓練の運営に係る業務は中央省、各地方支局及び VTC に配置の MoLSAMD 職員によりほぼ

滞りなく遂行されていることから、MoLSAMD における VTC を活用したセンターベース職業訓練

事業の運営管理体制整備というプロジェクト目標は、達成される方向にあると見込まれる。 
但し、3-1-1 でも言及しているとおり、成果 1 及び 3 については一部に今後のフォロー又は改善が

必要な項目が残されており、プロジェクト目標の達成を確実なものとするためには、これらに対す



  

る取組みの強化が必要である。具体的には、指導員の質の標準化、就業支援、訓練カリキュラム･

教材の自立的な開発・更新、VTC の財務管理等について、MoLSAMD の能力・体制はいまだ十分と

はいえない段階にある。また、今回の調査において MoLSAMD 側より表明された VTC の MoLSAMD
組織図における正式承認についても、同措置が予定どおり確実になされるよう、注視していくこと

が必要である。 
以上から、プロジェクト目標の達成を確実なものとするためには、今後、これら課題について必

要な対策を講じ、MoLSAMD への技術･ノウハウの一層の蓄積を図ることが必要と判断される。 
 

（２） 上位目標の達成見込み 

上位目標については、実施された訓練の効果に対し、訓練修了生へのインタビュー調査で面談者

の全員が訓練参加以前よりも「月あたり収入が向上した」「生活が良くなった」と回答しており、ま

た、VTC の訓練で習得した技術を「活用している」と述べていることから、VTC での短期的・基礎

的な職業訓練の提供によっても、収入手段の確保、及び生計向上への貢献が可能であり、MoLSAMD
による VTC 訓練の提供が引き続き持続すれば、「社会的弱者が生計向上の機会を得るための職業技

術を取得する」という上位目標の達成見込みはあると評価することができる。 
他方、今後の留意事項として、訓練修了生へのインタビューで多くが「(現場で)VTC で学ばなか

った技術や知識も必要とされている」と回答している点、訓練実施・運営管理従事者へのインタビ

ュー調査でも、就業ができない場合の原因として「訓練修了者数と雇用数の格差がある（雇用数が

求職者数より少ない）」、「就職支援サービスがまだ不十分である」との回答が複数挙がっている点が

指摘される。これら調査結果から、上位目標の達成可能性を高めるためには、MoLSAMD が変動し

やすい労働市場ニーズを的確に把握し、適時職種選定やカリキュラムへ反映させると共に、雇用先

の開拓等を含む積極的な就業支援活動を行っていくことが重要であると考えられる。 
また、本協力終了後の課題として、訓練事業の継続的実施に係る予算の確保が挙げられる。

MoLSAMD では、政府から直接同省に配分される予算のみでは限界があることから、NSDP への参

画を計画している。これを継続的に実現していくためには、一定基準以上の訓練プロポーザル策定

や適切なモニタリング・評価の実行による訓練の質の確保が不可欠であり、今後 MoLSAMD はこれ

らに係る業務知識・経験を高めていくことが求められる。また、NSDP のみならず、他の支援プロ

グラムや機関からの経費的支援を継続的に確保するためにも、同省の技能開発に係る戦略の明確化

が必要となろう。これらを確実に担保することで、上位目標の達成可能性はより高めることができ

ると考えられる。 
 

３－２ 評価結果の要約 

３－２－１ 妥当性 

アフガニスタン政府は、経済・社会の復興を長期的に目指すアフガニスタン開発戦略・中期計画

“Interim Afghanistan National Development Strategy: I-ANDS,(2006-2010)”において、社会経済開発を開発

政策の柱の一つとし、社会的弱者に対する貧困削減を目指した経済的エンパワメントによる能力育成

と安全保障をセクターゴールに定めている。同セクター戦略では、失業若年者、除隊兵士、国内外避

難民ら社会的弱者の社会復帰への支援が中長期的・優先的取組み課題とされている。また、アフガニ

スタンは、職業訓練･教育（VET）の開発をとおした社会経済復興を進めることを目的に、MoLSAMD
や教育省を含む 11 省を関係機関として  NSDP (2006-2021)を設立し、社会的弱者層に対する労働市場



  

ニーズにあった技能訓練機会の提供と、それによる生計向上を国家的優先プログラムとして推進して

いる。 
本プロジェクトは、裨益対象者を社会的弱者とし、職業訓練の提供によってその生計向上を目指す

ものであり、上述アフガニスタンの政策・ニーズとの整合性は明らかである。 
また、本プロジェクトは、JICA の対アフガニスタン・国別事業実施計画に定められている援助重点

分野「中長期的開発のためのキャパシティ・ディベロップメント」における開発課題「平等な教育・

技術開発の機会拡充と質的向上」に対応するものと位置付けられており、日本の援助政策上の優先度

も高い。 
以上から、本プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

 
３－２－２ 有効性 

上述 3-1-1 にも記載のとおり、MoLSAMD は本省及び各地方支局、VTC に必要な人員を配置し、自

らが所有する VTC において自主性を発揮しながら訓練運営管理業務を遂行しており、成果の達成状況

はおおよそ順調と判断される。プロジェクト関係者へのヒアリングでは、このような直営型の事業実

施による業務経験・ノウハウの蓄積が、MoLSAMD の訓練事業マネジメント能力の着実な向上に効果

をもたらしていることが指摘されている。その結果、VTC における訓練実績は、これまでのところ修

了者数 508 名、修了率約 85％という良好な結果を示しており、MoLSAMD によるセンターベース訓練

の体制整備というプロジェクト目標は、予定された期間中におおむね達成される方向にあると考えら

れる。 
但し、既に述べたとおり、指導員の質の標準化、就業支援活動、カリキュラム・教材開発、VTC の

財務管理等一部で今後一層の強化が必要と思われる点もあり、特に前二者について十分な成果を得ら

れるだけの取組みを行うためには、一定の時間を要すると考えられる。 
以上から、本プロジェクトの有効性は認められるものの、プロジェクト目標の達成を確実なものと

するためには、指導員の質や就業支援活動といった点で追加的取組みの必要性が見受けられる。 
 
３－２－３ 効率性 

人的投入については、日本側による派遣・配置（日本人専門家、第三国講師、VTC 指導員、PCIU
ローカルスタッフ）、及び MoLSAMD 側による配置（MoLSAMD 本省、PCIU、地方支局、VTC の各担

当職員）とも計画に沿って行われ、それら人員はプロジェクト活動に概ね積極的に参加している。こ

のうち、溶接・板金の指導員について、プロジェクト第 1 ステージで TOT を受けた人材を採用してい

るほか、第三国講師として JICA がかつて協力を行ったマレーシアやイランの職業訓練機関（マレー

シア CIAST、イラン TVTO）から人材を招聘するなど、過去の協力成果を有効に活用することで、ア

フガニスタンの状況に適した投入をより少ない手間とコストで行っている。このほか、第 1 ステージ

の成果・資源の活用については、カリキュラムの再利用（溶接・板金、一部内容を本事業に合わせて

アップデート）、雇用先情報の就業支援活動における利用等も行われた。 
施設・機材については、日本大使館の草の根無償資金協力で建設された VTC 施設の活用、及び、第

１ステージで調達されたほぼ全ての機材を継続使用しており、既存のものを活用した効率的投入であ

ったといえる。また、事業経費に関しても、日本側負担分（訓練経費、訓練生・指導員交通費、指導

員給与等）、MoLSAMD 側負担分（同省配置人材の給与、使用施設の固定資産税及び光熱水料、ワー

クショップ等主催時の同省職員日当・交通費）とも滞り・過不足なく措置されている。 



  

さらに、本プロジェクトでは UNHCR、JICA-MRRD 地方開発支援プロジェクト(バーミヤンにて実

施)、ESC、職業訓練関係 NGO 等との連携（プロジェクト情報を提供して訓練候補生の紹介を得る等）

も行われており、本プロジェクトが提供する訓練により高いニーズをもつ訓練生の効果的・効率的発

掘につながっている。 
このように、入手可能な既存リソースを有効に活用した投入がほぼ計画どおり行われたことで、所

期の成果はおおむね達成されつつあり、本プロジェクトは効率的に行われたと判断することができる。

 
３－２－４ インパクト 

訓練職種と合致した職業に就業した訓練修了生は約 70％であり、前述のとおり就業 3 カ月後の雇用

状況調査でも雇用率は 63% と、訓練の成果は総じて良好である。また、現地調査における訓練受講

者対象のインタビューでも、面談者の全員が訓練受講後の収入向上及び生活向上について肯定的な回

答をしている。これらから、MoLSAMD によるセンターベースの短期的・基礎的職業訓練提供は、社

会的弱者の収入手段確保や生計向上に効果があると判断することができ、プロジェクトで整備された

同訓練の運営体制が持続することで、上位目標は達成されうるものと見込まれる。 
なお、上位目標達成のためには、労働市場ニーズに合わせた訓練内容のアップデート、就業支援活

動の充実が重要であり、今後一層の体制整備、及びノウハウの蓄積が望まれる。 
このほか、プロジェクトの波及効果として、訓練修了生より、訓練を通じて知識・技術を得たこと、

また、その結果として職を得たことで、「自分に対する自信が芽生えた」「コミュニティにおいて自身

の存在意義を見出すことができた」等の声が聞かれたことが指摘できる。これらは、社会的に困難な

立場にある人々にとって、技能の習得が単に経済的側面での向上だけでなく、社会的・心理的側面に

も前向きな効果を及ぼしうることを示しており、予期していなかった正の効果であるということがで

きよう。 
 

３－２－５ 自立発展性 
政策・制度面では、社会的弱者への支援はアフガニスタン政府にとって優先度の高い重要課題のひ

とつであること、また、MoLSAMD による職業訓練事業を通じた社会的弱者への支援は今後も維持さ

れることが同省首脳レベルより表明されていることから、継続性が見込まれる。 
組織面については、MoLSAMD は本省、各地方支局及び VTC に必要な人員配置を行っている一方、

今後の継続的・安定的人員配置や予算配分の前提となる 9VTC の MoLSAMD 内における正式な位置付

けがいまだ確定していないことが課題であり、今次調査において表明された 2008 年度組織図における

承認が待たれるところである。 
また、財政面では、自前予算に制約の大きい MoLSAMD にとって、訓練事業の実施・運営に係る財

源確保が課題であるが、2007/2008 年度については、NSDP からの資金獲得がほぼ確定（現在契約交渉

の段階）している。同スキームへの参加を更に継続的なものとしていくためには 2008 年度の事業にお

いて確実な成果を得、それを元に次期訓練の計画を策定していく必要があり、今後、MoLSAMＤには、

NSDP の要件に合致したモニタリング・評価、及び訓練プロポーザル策定に係るノウハウの習得・蓄

積が求められる。これは、自立発展性を高めるための技術面における課題ともいえるが、技術面では、

これに加え、指導員の質の改善、訓練修了生へのフォローアップ活動等の業務に係る経験・ノウハウ

の蓄積も、今後取組みを加速していくべき事項として指摘される。 
以上から、自立発展性は一定程度見込まれるものの、財政面・技術面では課題が残されており、今



  

後これらに対する追加的組みを行うことが望ましいと考えられる。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

３－３－１ 計画内容に関すること 

MoLSAMD が委託によらず直接事業の運営管理に関わっていること（直営型の訓練事業実施）が本

プロジェクトの特徴であるが、これにより、MoLSAMD 各職員の知識・業務実施能力向上、及び組織

としての体制整備が促進され、プロジェクト目標の着実な達成に大きな効果を発揮している。 
 
３－３－２ 実施プロセスに関すること 

（１）訓練の運営管理を円滑化した要因 

本プロジェクトでは、プロジェクト活動実績の共有、各サイトにおける訓練進捗状況や抱える課

題と対策に係る意見交換、VTC 運営管理面での技術指導等を目的とした VTC 運営管理ワークショ

ップが定期的に開催されている。これにより、プロジェクト関係者間における共通理解の促進や意

思決定の円滑化が図られると共に、MoLSAMD の自主性やモチベーション向上を促している。 
（２）活動実施を効率化した要因 

本プロジェクトでは、訓練生の選定プロセスにおいて UNHCR、ESC、JICA 地方開発支援プロジ

ェクト(バーミヤン)等から候補者の紹介を受けるなど、他ドナー・プロジェクトとの連携が非常に

活発に行われている。これは、帰還難民や国内避難民等、本プロジェクトの訓練がターゲットとす

る人々へのアクセスを容易にし、対象者選定の効率化に寄与している。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

３－４－１ 計画内容に関すること 

計画内容について特段の阻害要因は見当たらない。 
 
３－４－２ 実施プロセスに関すること 

（１）訓練修了率は平均で約 85％と高い水準を示しているが、一部に以下の理由から中途退学をす

るケースが見受けられた。 
① 特に帰還民について、経済的にアフガニスタンでの生活が困難となり、家族で元避難国（イラ

ン、パキスタン等）へ戻るケースがあった。また、家族を扶養する必要性から、訓練の途中で

何らかの職を見つけ中途退学する者が一部見られた。 
② バーミヤンでは、VTC が市内にあるため、郊外の農村部に暮らす訓練生の中には、冬の厳しい

寒さとも相まって訓練期間中に通学の継続が困難になり、中退する者がいた。一方、マザリシ

ャリフの場合には、VTC が市内から離れており、交通手段となるバスの運行ルートも限定され

ているため、遠く離れた村落に居住する訓練生は当該ルートまで長時間徒歩で出る必要があり、

こうした通学の負担が訓練出席率に一部影響した。 
 （２）バーミヤンでは、2006 年から 2007 年にかかる冬季の天候不良で市場需要が大幅に落ち込み、

その影響で雇用機会も激減したことが、訓練修了生の就職率の低迷を招いた。 
 
３－５ 結論 

本プロジェクトでは、これまでに、のべ 5 職種、修了者ベースで 508 名の社会的弱者に基礎的技能



  

訓練が行われた。この過程で MoLSAMD は直営訓練の実施・運営管理に係る経験・ノウハウを蓄積し、

センターベース職業訓練の体制はおおむね整備されつつある。訓練修了者は、アフガニスタンの厳し

い雇用情勢の中、平均約 63％という雇用率で職を維持しており、本プロジェクトによる基礎的技能訓

練の提供は、社会的弱者に収入手段を与え、その生計向上に確かな効果をもたらしているといえる。

また、訓練の実施は、生計向上という経済的効果だけでなく、訓練受講者の自信やコミュニティとの

つながりにも望ましい影響を与えており、社会的・心理的側面への効果も確認されている。これらか

ら、プロジェクトは期待された効果を上げつつあり、プロジェクト目標は達成される方向にあると判

断される。 
但し、既述のように、指導員の質の標準化や就職支援等、一部で課題も指摘されており、プロジェ

クト目標の達成を確実なものとするためには、これらに対する追加的支援が必要である。また、本協

力終了後、訓練経費を確保する主な方策と想定されている NSDP スキームへの参画には、同スキーム

が求める手続・水準での訓練計画策定及びモニタリングが必要であり、プロジェクトの自立発展性を

高めるため、今後これらに係る MoLSAMD の能力強化を図っていくことも重要と考えられる。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
３－６－１ VTC 運営管理経費及び施設機材維持管理経費の配分 

今後継続して VTC での訓練事業を実施していくことができるよう、訓練実施に必要なセンターの運

営管理経費、施設･機材維持管理経費が MoLSAMD で適切に予算化、措置されることが必要である。

 
３－６－２ 必要な人員の配置 

VTC の円滑な運営に必要な人員が、MoLSAMD によって適切に配置されることが必要である。 
 
３－６－３ 9VTC の MoLSAMD 技能開発局としての正式承認 

9VTC は 2006 年 5 月に日本政府から MoLSAMD へ正式に引き渡されており、これらセンターがす

みやかに MoLSAMD 技能開発局の一部局として正式に承認され、2008 年度の MoLSAMD 技能開発局

組織図において明記されることが必要である。 
 
３－６－４ 職業訓練分野における MoLSAMD の役割の整理 

MoLSAMD は職業訓練分野において政策策定及び訓練提供の双方を担うこととされている。同省が

これらの役割を十分に果たし、効果的なプログラムを実施していくためには、同省における中長期的

戦略の策定が求められる。 
 
３－６－５ 職業教育･訓練セクターにおける他組織・機関との調整 

職業教育･訓練セクターの開発には多様な関係者が関わっていることから、効果的・効率的な事業実

施のためにはこれら機関との十分な調整･連携が重要である。とりわけ、MoLSAMD と教育省との役

割分担の明確化が望まれる。 
 
３－６－６ NSDP との連携強化 
今後の VTC における訓練は、NSDP スキームの活用による実施へと引き継がれていく予定であるこ

とから、事業の継続性・自立発展性確保のため、MoLSAMD において当該プログラムの支援獲得に係



  

る能力強化（適切なプロポーザルの策定、及び的確なモニタリングによる質の確保）を行っていくこ

とが求められる。 
 

３－６－７ 訓練補助教材の開発 
より効果的･効率的な訓練実施のため、VTC 指導員によるポスターや模型等訓練補助教材の開発が

必要である。 
 
３－６－８ 訓練修了率・就職率の詳細な分析 

これまでの実施実績では、訓練の修了率や就職率に職種・サイト間の格差が認められる。特にそれ

らが低くなっているところについては、より効果的・効率的な訓練事業実施のため、プロジェクトに

おいて低い修了率及び就職率の要因をより詳細に分析し、必要な対策を講じることが重要である。 
 

３－６－９ 就職斡旋担当職員の能力強化 

就職斡旋活動は、MoLSAMD にとって重要な役割の一つであることから、担当職員の業務実施能力

強化がさらに必要である。プロジェクトにおいて、就職斡旋サービスを行っている他の機関からノウ

ハウを学ぶことも検討することが望ましい。 
 

３－６－１０ 指導員の能力向上 

指導員の能力不足や標準化されていない指導技法による訓練生の技能習得及び就職率への影響が指

摘されていることから、指導員の知識及び技能の向上を図ることが求められる。  
 

３－６－１１ プロジェクト期間の延長 

残された課題への対応によりプロジェクト目標の達成を確実なものとすると共に、今後の自立発展

性を担保するため、プロジェクト期間の 1 年間の延長を検討すべきである。 
 
３－７ 教訓 

今後、類似のプロジェクトを実施していく際に活かしていくべきと考えられる教訓は以下のとおり。

 
３－７－１ 本プロジェクトで実施しているようなセンターベースの訓練は、短期集中型で体系的な

訓練を提供する場合に有利である。一方で、コミュニティベースの訓練に比べ、遠隔地や農村部に住

み、特に脆弱な立場にある人々に対しては、アクセスに困難が伴うことも認識する必要がある。 
 

３－７－２ 訓練コースの参加要件は、低く設定すればより多くの人々に門戸を開く一方で、結果と

して低い就職率につながる可能性が高い。そのため、訓練参加要件と裨益者（ターゲットグループ）、

及び労働市場ニーズの間で適切なバランスをとることが必要となる。 
 

３－７－３ 本プロジェクトにおいては、マレーシア及びイランからの第三国講師が訓練の改善に重

要な役割を果たした。両講師とも、過去、JICA が各国において実施した協力事業により育成された機

関からの人材であり、こうした第三国人材の活用は使用言語や技術水準の面で利点が多く、活用効果

は非常に高い。 



  

３－７－４ 本プロジェクトにおいて提供されている識字教育や基礎ビジネススキル講習は、訓練生

の就職や起業を促進する上で有効である。   
 
３－８ フォローアップ状況 

プロジェクト終了 3 年後を目途に事後評価を実施予定。 
 
 




